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1．東日本大震災を起因とする山腹崩壊地等における復旧整備

東日本大震災では、山間部において多数の山地災害が発生しました。
東日本大震災を起因とする山腹崩壊地等のうち、帰還困難区域を除く地域では、
復旧対策が完了し、令和８年度より、これまで対策が進められなかった帰還困難区域にお
ける山腹崩壊地等の復旧対策に着手しました。
今後も、山腹崩壊地等の復旧対策を実施することで、帰還困難区域の解除に伴う地域
住民の帰還環境を整備し、東日本大震災の被災地の復旧・復興を推進します。

＜対策のポイント＞
帰還困難区域の解除に伴い、地域住民の帰還環境を整備するため、当該区域における山腹崩壊地等の復旧対策を実施し、国民の安全・安心の確保を

図ります。
<政策目標＞
帰還困難区域内で対応可能となった山腹崩壊地等における復旧整備の完了

［お問い合わせ先］林野庁治山課（03-6744-2308）
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【令和９年度予算概算要求額 88百万円（令和８年度当初予算額 50百万円）】
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